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⑤ 
厚生労働省発薬食 第 0316038 号 

平成 1 7 年 3 月 1 6 日 

薬草・食品衛生審議会会長 

井 村 伸 正 殿 

厚生労働大臣 尾 辻 秀 久 

諮 官ド は円 キ 三日 

平成 1 7 年度の献血の 受入れに関する 計画を認可することについて、 安全な 

血液製剤の安定供給の 確保等に関する 法律 ( 昭和 31 年 法律第 160 号 ) 第 1 1 

条 第 3 項の規定に基づき、 貴 会の意見を求めます。 
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厚生労働大臣 尾辻 秀久 様 

            日本赤十字社       
理事 横山祭 穏 ， ニ ・ -                                                       

平成 1 7 年度献血 受 火計画について 

標記については、 「安全な血液製剤の 安定供給の確保等に 関する法律」第 1 1 

条 第 1 項に基づき提出 い たします。 



平成 ] 7 年度献血吏人計画について ( 概要 ) 

日本赤十字社では、 「安全な血液製剤の 安定供給の確保等に 関する法律」第 
1 1 条に則り、 各都道府県と 協議し、 各都道府県が 定める平成 1 7 年度都道府 

県献血推進計画に 基づき平成 1 7 年度献血愛人計画を 作成いたしました。 

目標量についてほ、 必要とする血液製剤を 過不足なく安定的に 供給するため 

に、 全面献血で約 1 3 4 万 L 、 血小板成分献血で 約 3 2 万 L 、 血漿成分献血で 

約 3 2 万 L の合計約 1 9 S 万 L を確保 い たします。 

これらの目標量を 確保するために、 国 、 地方公共団体等との 連携の下に献血 

受入れの推進に 取り組みます。 

具体的には、 献血協力団体やボランティアの 理解と協力により、 各年齢層を 

通じて、 多くの国民から 献血を受入れるとともに、 血液事業に対する 正しい知 

識の普及に努め・ 年間を通した 献血者の安定的な 確保を図ることとします。 ま 

た 、 若年層に対する 献血に関する 普及・啓発に 努めます。 

平成 1 7 年度献血愛人計画達成のための 広報活動の取組みとして、 ①国内の 

献血血液による「国内自 締に 向けての広報、 ②複数回献血者及び 献血登録者 確 

保 のための広報、 ③一年間を通して 安定的に血液を 確保するための 広報、 ④若 

年層への献血に 関する普及啓発広報の 4 つを重点項目とし、 年間を通したキャ 

ンペーンの実施及び 地域に密着した 地域別の広報を 実施してまいります。 

なお、 テレビ、 ラジオ等を活用した 全国的な献血推進キャンペーンとしては、 

「愛の血液助け 合い運動月間」 (7 月 ) 、 「全国学生クリスマス 献血キャンペーン」 

は 2 月 ) 、 「はたちの献血キャンペーン」 ( 平成 1 8 年 i ～ 2 月 ) 、 献血者が減 

歩 する時期の広報としての「春の 献血キャンペーン」 ( 平成 1 8 年 3 ～ 4 月 ) を 

実施します。 

献血血液の安全性確保への 対策として、 平成 1 6 年 1 0 月から検査目的の 献 

血防止対策の 一環として献血受付時の 本人確認を実施しており、 平成 1 7 年度 

においても、 「安全で責任のあ る 献 山の普及に努めてまいります。 なお、 より 

適正な本人確認の 実施及び献血者の 利便性等を図るため、 献血手帳 のカード化 

の検討を進めていくこととします。 さらに、 問診業務の充実強化に 努め血液製 

剤の安全性向上を 図り、 安全な献血の 受入れを確保することとします。 

また、 複数回献血の 受入れを促進するため、 国と連携し複数回献血者を 構成 

員とする タ ラブを設立し、 情報提供等の 各種サービスを 実施してまいります。 










